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要旨 

本稿の目的は、防災における自助・共助意識を向上させ、今後起こりうる災害の被害を最

小限に抑え、災害に備えられた国を実現することである。 

我が国において、過去 10 年間で震度 5 強以上の地震が発生した回数は 50 回に上る。そ

の中でも 2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震では、死者・行方不明者合わ

せて 2 万人を超える被害をもたらした。また、地震調査研究推進本部では今後 30 年間でマ

グニチュード 8～9 レベルの地震が発生する確率は、およそ 70%であると述べられている。

これらのことから、震災に対する取り組みを一層強化していくことは我が国の急務である。 

 片田（2012）や河田（1997）によって、近年、震災において自助・共助意識の必要性が

謳われている。前者は東北地方太平洋沖地震において、姿勢の防災教育を通して自助意識を

培ったある地域では生存率が 99.8%であった。また、後者は阪神・淡路大震災において共

助意識が高かったある地域では倒壊した家屋等から救出された人のうち 8 割の人が家族や

近隣住民によって救出されたと述べられている。このことから国民自らが行動することや、

自らを守ることによって家族や友人・隣人を助けにいくことが求められている。 

震災において自助・共助意識が求められる背景として、行政依存の限界がある。政府の赤

字財政が進む一方で、今後膨大な被害が想定されている東海地震や南海トラフ巨大地震など

の対策を促進しなければならない。したがって、防災に関する政策の予算を賄い続けること

は明らかに難しいと考えられる。 

以上のことから、今後行政の負担と住民の行政依存を減らし、災害に備えられた国を実現

させるためには、行政だけでなく、自治会や、住民一人ひとりが防災対策を行うことが必要

であると考え、住民の自助・共助意識に関する研究を実施することにした。 

 阪神・淡路大震災において、兵庫県神戸市長田区真野町ではまちづくり推進会などの活発

な市民活動によって被害が他の地域に比べて劇的に少なく、復興の速度が速かったといわれ

ている。このようなまちづくり推進会や市民活動などを通して培われる人々の付き合いを、

ソーシャルキャピタルと呼ぶ。先行研究として、藤見ら（2011）では、結束型ソーシャル

キャピタルが防災意識に最も影響を与えることを実証した。本稿では、行政依存を減らすこ

とに加えて住民一人ひとりの自助・共助意識を高めるにあたり、このソーシャルキャピタル

が関係しているのではないかという仮定のもと分析を行う。 

そこで注目したのは兵庫県三田市のフラワータウンである。フラワータウンは、1973 年

から 1982 年にかけて計画的に建てられたニュータウンである。この地域は、阪神・淡路大

震災による大きな被害はなかったが、近年自治会による防災対策への取り組みが積極的に行

われている。 

本稿では、2015 年 8 月にフラワータウンで班長を対象とするアンケート調査を行った。

このアンケート結果を用いて分析を行う目的は、ソーシャルキャピタルが自助・共助意識に

影響を与えているかを解明することである。本稿におけるソーシャルキャピタルは認知的な

ものと構造的なものに区別した。さらに、構造的ソーシャルキャピタルを結束型、橋渡し型、

リンキング型に分け、分析を行う。分析の結果から、自助意識にはイベントの参加数・住環

境の満足度が正に有意であった。並びに、共助意識にはボランティアや NPO 団体への参

加・住環境の満足度・年齢・世帯所得が正に有意となった。この結果を用い、ソーシャルキ
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ャピタルを強固にする実現可能かつ持続可能な政策を講じることとする。そして防災におけ

る自助・共助意識を向上させ、今後起こりうる災害の被害を最小限に抑え、災害に備えられ

た国を実現する。 
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はじめに 

本稿の目的は、防災に対する国民の自助・共助意識を向上させる要因を明らかにし、今後

起こりうる震災の被害を最小限に抑え、災害に備えられた国を実現することである。 

気象庁によると、我が国は過去 10 年間で 50 回以上もの震度 5 強以上の地震を経験して

きた。さらに地震調査研究推進本部では、今後 30 年間でマグニチュード 8～9 レベルの地

震が発生する確率はおよそ 70%であると述べられている。これらのことから、我が国では

震災に対する取り組みをより一層強化していくことが重要である。 

地域社会や世帯・個人による防災も含めた総合的な地域の防災力を考察する際の指標とし

て自助・共助・公助という言葉が用いられることがある。我が国は公助として防波堤やダム

の建設のようなハード面における対策を行っているが、財政の観点からハードにおける対策

を増加させていくことに限界があることや、高い防波堤の存在が震災時の住民の避難意識を

奪ってしまう防波堤のジレンマの問題があることから、公助のみにおいて震災の被害を最小

限に抑えることは困難であろう。 

そこで本稿では住民の防災における自助・共助意識に焦点を当てた。片田（2012）や河

田（1997）によって、震災において自助・共助意識の必要性が謳われている。前者は東北

地方太平洋沖地震において、自助意識が高かったある地域では生存率が 99.8%であったと

述べている。また、後者は阪神・淡路大震災において共助意識が高かったある地域では倒壊

した家屋等から救出された人のうち 8 割の人が家族や近隣住民によって救出されたと言わ

れ、国民自らが行動することや、自らを守ることによって家族や友人・隣人を助けにいくこ

とが求められていると述べている。 

このような背景から、自助・共助向上要因を明らかにし、政策を提言することで災害に備

えられた国を目指す。 

第 1 章では、自助・共助意識の具体的な定義、現行の防災対策、問題意識について詳し

く述べていく。第 2 章では、自助・共助意識を向上させる要因を明らかにするために用い

た先行研究にふれた後、本稿の独自性について述べる。第 3 章では、本稿で用いるデータ

と変数の説明を行った後、2 段階最小二乗法による分析結果を記す。第 4 章では、分析結果

を踏まえ、本稿の目的である災害に備えられた国を実現させるための政策を提言する。 
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現状分析・問題意識 

第 1 節（1.1）日本の地震 
我が国において、過去 10 年間で震度 5 強以上の地震が発生した回数は、50 回を上回る。

（図 1） 

 

図 1 10 年間の震度 5 強以上の地震回数の推移（2005 年 9 月 1 日～2015 年 8 月 31 日） 

 

 
 

                 （気象庁 震度データベース検索より筆者作成） 

 

気象庁によると 2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震では、死者・行方不

明者合わせて 2 万人を超える被害をもたらした。 

また、地震調査研究推進本部によると今後 30 年間でマグニチュード 8～9 レベルの地震

が発生する確率はおよそ 70%であると述べられ、内閣府では死者予測数は最悪の場合で約

32 万人に及ぶと言われている。これらのことから震災に対する取り組みを一層強化してい

くことは我が国の急務である。 

 

第 2 節（1.2）自助・共助意識 

防災を考える上で、自助・共助意識が注目されている。山下（2010）では、地域社会や

世帯・個人による防災も含めた総合的な地域の防災力を考察する際の指標として、自助・共

助・公助という用語を用いている。 
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そこで、本稿では防災意識を自助・共助意識として扱い、防災における「助」の定義は以

下のものとする。 

自助：個人や世帯レベルにおいて、自分自身の命や身の安全を守ること。 

共助：隣近所で協力して避難誘導を行う等地域コミュニティでの相互の助け合いのこと。 

公助：行政など公的部門による対策及び支援のこと。 

片田（2012）では、東北地方太平洋沖地震で津波の被害の大きかった岩手県釜石市にお

いて、ある小中学生に恐怖や備えに対する知識を与える防災教育ではなく、姿勢の防災教育

を行っていた。姿勢の防災教育とは、防災に対して「主体的な」姿勢を醸成することである。

この教育により小学生は高い自助を培い、近隣住民や親族を巻き込み、東北地方太平洋沖地

震時には迅速な避難に繋がった。釜石市に住む約 4 万人のうち、東北地方太平洋沖地震の

犠牲者は 1,000 人を超えたにも関わらず、姿勢の防災教育を受けた釜石市の小中学生約

3,000 人とその両親を合わせた犠牲者は 30 数人で、生存率は 99.8%となり、犠牲者の数に

大きな差が生じた。また、河田（1997）によると、阪神・淡路大震災において倒壊した家

屋等から救出された人のうち約 8 割の人が家族や近隣住民によって救出され、国民自らが

行動することや、自らを守ることによって家族や友人・隣人を助けにいくことが求められて

いると述べられている。 

これらのことから、今後起こりうる震災の被害を最小限に抑え、災害に備えられた国を実

現させるためには、国民の「防災における自助・共助意識（以下、自助・共助意識とする）」

が必要不可欠である。 

 

第 3 節（1.3）防災政策の現状とその課題 

行政における防災対策、「公助」として、防波堤やダムの建設のようなハード面における

対策を行っているが、このような防災対策にはいくつかの課題が残されている。 

第一に、ハード面の防災対策を増加させていくことが困難な点である。内閣府が 2013 年

に発表した「我が国財政の現状と課題」によると我が国の国債残高は年々上昇しており、

2013 年度には GDP の 190.3%を占めている。また、財務省によると、平成 5 年から上昇し

ている特例公債残高は、平成 27 年度において約 531 兆円である。(図 2) 
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図 2 我が国の公債残高の累増 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出展）財務省ホームページ 

 

赤字財政が進む一方で、今後膨大な被害が想定されている東海地震や南海トラフ巨大地震

などの対策を促進しなければならない。さらに、内閣府によると我が国の平成 27 年度防災

予算は、概算で 52 億 9,300 万円と昨年とほぼ同額である。このことから、防災対策の量を

増やしていくことは困難である。 

第二に、行政による防波堤の建設やハザードマップの配布などの対策は、多くの人々を災

害から守る一方で、危機感を低下させるジレンマを生じさせることである。これらの防災対

策は、過去に観察された災害を基準に行われているため、今後起こりうる巨大災害による被

害をすべて想定し対策することは難しい。今までの津波に耐えることができる巨大防波堤の

建設は、人々に安心感を抱かせ、災害時に避難する必要性を感じさせなくなる可能性がある。

実際、東北地方太平洋沖地震時に想定を超えた津波が岩手県釜石市を襲った際、巨大防波堤

に守られていた釜石市の住民は避難せず、数多くの人々が命を落とした。つまり、本来人々

を津波から守る防波堤は、安心感から避難を遅らせることによって多くの人々の命を奪うと

いう結果を招いた可能性がある。したがって、行政が行ってきた従来の対策だけでは、国民

を完全に震災の被害から守ることは困難であろう。 

また、平成 26 年 4 月に内閣府によって「地区防災計画」が新たに施行された。地区防災

計画とは、従来の地域防災計画のようなトップダウン型のものではなく、住民自らが作り上

げるボトムアップ型で、地区の特性に応じた計画であるとともに、定期的に見直しが行われ

ることを想定しているため継続的に地域の防災力を向上させる計画である。地域防災計画に

おいて課題とされていた住民参加の欠如が改善されるが、この計画は施行されて間もないた

め、現在は試行段階であり、さらに推進していく必要性がある。このことから、近年では住

民一人ひとりの防災に対する主体性が求められていることがわかる。 

従って、今後行政の負担と住民の行政依存を減らし、災害に備えられた国を実現させるた

めには、自治会や住民一人ひとりが防災対策を行うことが必要であると考える。 
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第 4 節（1.4）問題意識 

以上の背景から、本稿では住民の自助・共助意識を向上させる要因を明らかにする。 

カワチ（2013）では、防災意識や防災政策を考える上で、ソーシャルキャピタルに関心

が集められていると述べられている。 

ソーシャルキャピタルとは、一般的に社会的ネットワークと呼ばれているが、ソーシャル

キャピタルの定義として、単一かつ普遍的なものは存在しない。異なる学問領域で違う方向

に研究が進んでしまった結果、定義が増大し概念的に混乱やずれを招いているのである。ア

メリカの政治学者ロバート・パットナムはソーシャルキャピタルを「人々の協調行動を啓発

することによって、社会の効率性を高めることができる、信頼・規範・ネットワークといっ

た社会組織の特徴」と定義しており、ソーシャルキャピタルは信頼、互酬性、社会的ネット

ワークの 3 つの要素で構成されていると述べている。さらに Uphoff（2000）はソーシャル

キャピタルを認知的なものと構造的なものに区分している。信頼と互酬性は互いに信頼する

か、互いに助け合う意思があるかといった人の意識に関わる要素であり、認知的ソーシャル

キャピタルのことを意味している。社会的ネットワークは人と人とのつながりであり、構造

的ソーシャルキャピタルを表している。 

このネットワーク構造の違いにより構造的ソーシャルキャピタルは結束型と橋渡し型と

リンキング型に区分される。結束型とは、似た者同士によって構成される組織や集団内部に

おける内向きのソーシャルキャピタルのことであり、橋渡し型とは組織や集団において異な

る者の間をつなぐような外向きのソーシャルキャピタルのことである。リンキング型は、個

人と政府組織や宗教団体などの、外部の権力者との間の関係を示す。 

Nakagawa ら（2004）は阪神・淡路大震災の復興過程でソーシャルキャピタルが復興速

度を高めることを示した。劇的に被害が少なかった兵庫県神戸市長田区真野町では、まちづ

くり推進課や活発な市民運動が復興の手助けをしたと述べている。さらに Buckland ら

（1990）はカナダにおいて市民組織に所属している住民ほど、洪水への対策を行い、洪水時

に円滑な避難をすることができたことを示している。 

このような背景からソーシャルキャピタルは災害復興後や災害時だけでなく、普段の日常

に存在するような自助・共助意識にも影響を与えると考えた。 

本稿ではソーシャルキャピタルを上記のように認知的なものと構造的なものを区別した。

さらに、構造的なソーシャルキャピタルを結束型、橋渡し型、リンキング型に区別し、合計

4 つに分け分析を行う。（図 3）これらのソーシャルキャピタルが自助・共助意識に正の影

響を与えると考えた。その中でも、自助意識においては内向きのつながりを表す結束型ソー

シャルキャピタルが正の影響を与えると仮定した。さらに、共助意識においては外部とのつ

ながりをもたらす橋渡し型ソーシャルキャピタルが正の影響を与えるという仮定のもと、自

助・共助意識の向上要因を探る。 
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図 3 ソーシャルキャピタルの種類 

 
(筆者作成)              

ソーシャル 

キャピタル 

認知的 

構造的 

結束型 

橋渡し型 

リンキング型 
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先行研究及び本稿の位置づけ 

第 1 節（2.1）先行研究 

 自助・共助意識に影響を与える要因は何かという問題意識を明らかにするために、本稿で

は 2 つの先行研究を用いた。 

藤見ら（2011）は、熊本県熊本市の中心市街地の慶徳・城東地区、都心近郊住宅地の壷

川地区、および中山間地の山都町の 3 地域を調査対象として、ソーシャルキャピタルが住

民の自助・共助意識に与える影響を共分散構造分析により推定している。この研究で藤見ら

はパットナムの定義に従い、ソーシャルキャピタルを信頼・互酬性、結束型社会ネットワー

ク、橋渡し型社会ネットワークの 3 つに分け分析し、組織の内部における人と人の同質的

なつながりを表す結束型社会ネットワークが自助・共助意識に最も影響を与えることを実証

した。しかし、全ての調査対象地域で橋渡し型社会ネットワークが小さかったため、自助・

共助意識の向上に寄与していないと言い切れない。また、自助意識と共助意識を合わせて防

災意識と定義づけて推定しているため、それぞれにどれくらい影響を与えているのかが不明

瞭であった。 

 山下（2010）では、2006 年の豪雨災害によって深刻な被害を受けた長野県岡谷市を対象

に、土砂災害に対する防災に焦点を当て、公助・共助・自助の 3 側面からみた総合的な地

域防災力について分析、考察を行っている。公助面に関しては、防災ガイドの発行や防災マ

ップの全戸配布などの「防災意識の啓発・普及に関する施策」と、屋外防災スピーカーの設

置や避難勧告等のメールサービスの開始などの「緊急時の情報収集と伝達に関する施策」を

行った。2007 年 6 月に局地的な大雨が降った際、これらの政策が活かされて迅速な対応を

とることができた実績を示している。次に共助面に関しては、2006 年の豪雨時にボランテ

ィアによる復旧支援が大変重要であったことから、必要人数のボランティアを確保し派遣す

ることは迅速な復旧作業を行う上で必要なことであると述べている。さらに自助面に関して

は、自主防災会による取り組みが活発な地域では自助としての「世帯単位での災害への備え」

を最重要視する傾向にあると述べている。この研究では公助・共助・自助それぞれの聞き取

り調査とアンケート調査に基づいて分析を行っているが、定性分析にとどまっている。 

 

第 2 節（2.2）本稿の位置づけ 
以上の先行研究を踏まえ、本稿では自助意識において結束型ソーシャルキャピタルが正の

影響を与え、共助意識において橋渡し型ソーシャルキャピタルが正の影響を与えるという仮

定のもと分析を行う。それにあたり、本稿の独自性は以下の三点である。 

一点目は、調査対象地域に兵庫県三田市フラワータウンを選択している点である。フラワ

ータウンは、1973 年から 1982 年にかけて計画的に建てられたニュータウンである。富士

が丘、狭間が丘、弥生が丘、武庫が丘の 4 地域からなり、集合住宅数と戸建て数がおよそ 1

対 1 の割合で存在する。また、各地域で建設された年代が違うため、生活する住民の年代

も地域ごとに異なる。フラワータウンは、阪神・淡路大震災による大きな被害はなかったが、

近年自治会による防災対策への取り組みが積極的に行われている。具体的には、毎年地域住

民を対象にした防災に関するアンケート調査を行っている。しかし、フラワータウンでは防

災に関する分析が定性分析にとどまっている。そこで、定量分析により自助・共助意識に影



WEST2015 本番論文 

 12 

響を与える要因を分析することは、今後南海トラフ巨大地震など膨大な被害をもたらす大地

震に備えるためにとても意義がある。このような震災に備え、日本全国として防災対策を強

化していく取り組みは必要となるであろう。 

二点目は、分析に関して独自の変数を用いている点である。まず、公共財ゲームの考え方

に基づき独自で作成したゲームを用いて、世帯の共助意識を測った。この変数により、共助

意識を段階的に推定することが可能である。具体的なゲーム内容については後述する。次に、

世帯の損失回避度を分析に用いる変数として使用している点である。震災の被害は深刻であ

り、家計にとって大きな損失を伴うものである。家計が損失回避的であれば、被害を最小限

にするための自助意識につながるだろう。また、損失回避度を自助意識の分析に入れて家計

の選好を考慮した既存の研究はない。具体的なゲーム内容については第 3 章で述べる。         

三点目は、自助意識と共助意識を分けて分析している点である。自助意識と共助意識を防

災意識と定義して、同時に分析を行っている既存の研究はあるが、それらを分けて定量分析

を行っている既存の研究は存在しない。自助意識と共助意識を同時に推定するとそれぞれに

与える要因が不明瞭であるため、本稿では自助意識と共助意識に分けて分析を行う。 
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理論・分析 

第 1 節（3.1）データ 

本稿で用いるデータについて詳しく述べる。本稿の仮定を検証するため、2015 年 8 月に

兵庫県三田市フラワータウン連合自治会の協力のもと、フラワータウンの全ての班長を対象

にアンケート調査を実施した。なお、フラワータウンは、武庫が丘・狭間が丘・弥生が丘・

富士が丘の 4 地域から構成されている。兵庫県三田市に位置し、兵庫県神戸市や大阪府大

阪市へ通勤・通学する人が多い。さらにフラワータウンの近くに高速道路が通っており、都

心部へのアクセスは比較的容易いといえる。本稿の研究目的は自助・共助意識向上にソーシ

ャルキャピタルが関係しているかどうかを検証することであるが、フラワータウンは年齢・

性別に加えて防災活動にもばらつきがあることから、調査対象として適していると判断し、

本稿の調査地とした。 

調査対象である班長は、自治会会員で 10～20 世帯の中から 1 世帯が割り当てられ、選出

方法は年に 1 度、順番によって決まるもので個人の意思に関係なく決定する。そのため、

年齢や性別においてランダムにサンプリングされている。世帯所得や学歴などの個人情報が

特定されないようにアンケートを実施した。 

 

表 1  アンケートの基本統計量 

 

（筆者作成） 

 

フラワータウンの班長 468 名のうち、388 名(約 83%)の班長から回答を得ることが出来

た。世帯所得が 0〜199 万円を 1、200〜399 万円を 2、400〜599 万円を 3、600〜799 万円

を 4、800〜999 万円を 5、1,000 万円以上を 6 とした。平均最終学歴は、中/高卒を 1、専

門学校/短大卒を 2、大卒を 3、院卒を 4 とした。戸建て比率は、弥生が丘と富士が丘は戸

建てが多く、武庫が丘と狭間が丘は集合住宅が多いことを示している。また、全体の戸建て

比率は 60.6%であることから、フラワータウンは戸建てと集合住宅が混在している地域だ

と言える。富士が丘はフラワータウン内の各地域のうち最後に開発された地域であるため、

平均居住年数も最も短い結果となった。 

 

 

 

 武庫が丘 狭間が丘 弥生が丘 富士が丘 全体 

標本数 97 94 59 65 315 

平均年齢(代) 47.53 50.54 52.76 48.15 49.52 

平均世帯所得 2.9 2.9 3.5 3.3 3.1 

平均最終学歴 2.05 1.85 2.37 2.09 2.06 

戸建て比率 55.7% 43.6% 72.9% 81.5% 60.6% 

平均居住年数(年) 16.05 19.88 20.25 15.26 17.83 
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第 2 節（3.2）変数 

第 1 項（3.2.1）自助意識の推定式 

 

 自助意識の推定式は(1)と表す。 

𝑌1𝑖 = 𝛽0 + 𝛽1𝑋1𝑖 + 𝛽2𝑋2𝑖 + 𝛽3𝑋3𝑖 + 𝛽4𝑋4𝑖 + 𝛽5𝑋5𝑖 + 𝛽6𝑋6𝑖 + 𝛽7𝑋7𝑖 + 𝛽8𝑋8𝑖 + 𝛽9𝐷1𝑖 + 𝛽10𝐷2𝑖 

    + 𝛽11𝐷3𝑖 + 𝛽12𝐷4𝑖 + 𝛽13𝐷5𝑖 + 𝜀𝑖 ........................................................... (1) 

(i=1～259) 

 

自助意識の要因分析に用いる変数は以下の通りである。なお、本稿では𝑋𝑛𝑖を独立変数、𝐷𝑛𝑖

をダミー変数、𝑍𝑛𝑖を操作変数として表している。 

 

𝑌1𝑖  : 自助意識指数 

𝛽0 : 定数項 

𝜀𝑖 : 誤差項 

𝑋1𝑖 : 日常的に立ち話をする世帯数 

𝑋2𝑖 : 自治会活動の参加数 

𝑋3𝑖 : 認知的ソーシャルキャピタル 

𝑋4𝑖 : 損失回避度 

𝑋5𝑖 : 住環境の満足度 

𝑋6𝑖 : 年齢 

𝑋7𝑖 : 最終学歴 

𝑋8𝑖 : 世帯所得 

𝐷1𝑖 : 外部の活動参加ダミー 

𝐷2𝑖 : 地震被害目撃ダミー 

𝐷3𝑖 : 地震被害経験ダミー 

𝐷4𝑖 : 集合住宅ダミー 

𝐷5𝑖 : 分譲ダミー 

𝑍1𝑖 : コミュニティーセンターまでの所要時間 

𝑍2𝑖 : 兄弟数 

𝑍3𝑖 : 性別 

 

本稿は、(1)における日常的に立ち話をする世帯数（結束型ソーシャルキャピタル）と、

被説明変数である自助意識指数と逆の因果関係を持つ可能性があるため、𝑋1𝑖を内生変数と

して扱う。内生性を考慮するために、操作変数法を用いた 2 段階最小二乗法を使用する。 

 

𝑋1𝑖 = 𝛾0+ 𝛾1𝑍1𝑖 + 𝛾2𝑍2𝑖 + 𝛾3𝑍3𝑖 + 𝛾4𝑋1𝑖 + 𝛾5𝑋2𝑖 + 𝛾6𝑋3𝑖 + 𝛾7𝑋4𝑖 + 𝛾8𝑋5𝑖 + 𝛾9𝑋6𝑖 + 𝛾10𝑋7𝑖 

    + 𝛾11𝑋8𝑖 + 𝛾12𝐷1𝑖 + 𝛾13𝐷2𝑖 + 𝛾14𝐷3𝑖 + 𝛾15𝐷4𝑖 + 𝛾16𝐷5𝑖 + φ.................. (2) 

 

まず、内生変数である日常的に立ち話をする世帯数を操作変数と、(1)に使用されている

外生変数で推定する。 

 

𝑐𝑜𝑣(𝑍1𝑖  ,   𝜀𝑖) = 𝑐𝑜𝑣(𝑍2𝑖  ,   𝜀𝑖) = 𝑐𝑜𝑣(𝑍3𝑖  ,   𝜀𝑖) = 0  ........................................... (3) 
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(3)は、操作変数𝑍1𝑖、𝑍2𝑖と𝑍3𝑖が誤差項𝜀𝑖と無相関であることを示している。コミュニテ

ィーセンターまでの所要時間、兄弟数と性別を操作変数として採用した。自宅から最も近い

コミュニティーセンターまでの所要時間は、物件を購入する際に考慮するものではないた

め、外生的な条件であると考えた。コミュニティーセンターは、フラワータウンの各地域に

1 軒存在する。その所要時間が短くなるにつれ、コミュニティーセンターを利用する確率が

上昇し、フラワータウン内で日常的に立ち話をする世帯数に影響すると考えた。また、兄弟

の数が多ければ、兄弟の知り合いによる出会いが増え、フラワータウン内で日常的に立ち話

をする世帯数と関係すると考えた。さらに、性別も外生変数であり、フラワータウン内で日

常的に立ち話をする世帯数と関係すると考えた。したがって、本稿で使用する 3 つの操作

変数は外生的であり、(3)で表したように誤差項と相関がなくかつ内生変数である日常的に

立ち話をする世帯数に影響すると仮定した。 

 

(2)の式を推定し、𝑋1𝑖の理論値𝑋̂1𝑖を求めると(4)となる。 

 

𝑋̂1𝑖 = 𝛾̂0 + 𝛾̂1𝑍1𝑖 + 𝛾̂2𝑍2𝑖 + 𝛾̂3𝑍3𝑖 + 𝛾̂4𝑋2𝑖 + 𝛾̂5𝑋3𝑖 + 𝛾̂6𝑋4𝑖 + 𝛾̂7𝑋5𝑖 + 𝛾̂8𝑋6𝑖 + 𝛾̂9𝑋7𝑖 + 𝛾̂10𝑋8𝑖 

    + 𝛾̂11𝐷1𝑖 + 𝛾̂12𝐷2𝑖 + 𝛾̂13𝐷3𝑖 + 𝛾̂14𝐷4𝑖 + 𝛾̂15𝐷5𝑖....................................... (4) 

 

(4)で求めた𝑋̂1𝑖を(1)の内生変数𝑋1𝑖と入れ替え推定を行うと(5)となる。 

 

𝑌1𝑖 = 𝜃0 + 𝜃1𝑋̂1𝑖 + 𝜃2𝑋2𝑖 + 𝜃3𝑋3𝑖 + 𝜃4𝑋4𝑖 + 𝜃5𝑋5𝑖 + 𝜃6𝑋6𝑖 + 𝜃7𝑋7𝑖 + 𝜃8𝑋8𝑖 + 𝜃9𝐷1𝑖 + 𝜃10𝐷2𝑖 

    + 𝜃11𝐷3𝑖 + 𝜃12𝐷4𝑖 + 𝜃13𝐷5𝑖 + 𝜀𝑖  ........................................................... (5) 

 

 

第 2 項（3.2.2）共助意識の推定式 

共助意識要因の推定式は(5)と表す。 

 

𝑌1𝑖 = 𝛼 + 𝛿1𝑋1𝑖 + 𝛿2𝑋2𝑖 + 𝛿3𝑋3𝑖 + 𝛿4𝑋4𝑖 + 𝛿5𝑋5𝑖 + 𝛿6𝑋6𝑖 + 𝛿7𝐷1𝑖 + 𝛿8𝐷2𝑖 + 𝛿9𝐷3𝑖 + 𝛿10𝐷4𝑖 

    + 𝛿11𝐷5𝑖 + 𝛿12𝐷6𝑖 + 𝛿13𝐷7𝑖 + 𝑈𝑖 ................................ (6) 

(i=1～269) 

 共助意識の要因分析に用いる変数は以下の通りである。 

 

𝑌1𝑖 : 共助意識指数 

𝛼 : 定数項 

𝑈𝑖 : 誤差項 

𝑋1𝑖 : 日常的に立ち話をする世帯数 

𝑋2𝑖 : 自治会活動の参加数 

𝑋3𝑖 : 立ち話・協力し合うことができる世帯数 

𝑋4𝑖 : 住環境の満足度 

𝑋5𝑖 : 年齢 

𝑋6𝑖 : 最終学歴 

𝑋7𝑖 : 世帯所得 

𝐷1𝑖 : 娯楽活動への参加ダミー 

𝐷2𝑖 : ボランティア・NPO・市民活動への参加ダミー 
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𝐷3𝑖 : 商工会・宗教・政治活動への参加ダミー 

𝐷4𝑖 : 地震被害目撃ダミー 

𝐷5𝑖 : 地震被害経験ダミー 

𝐷6𝑖 : 集合住宅ダミー 

𝐷7𝑖 : 分譲ダミー 

𝑍1𝑖 : コミュニティーセンターまでの所要時間 

𝑍2𝑖 : 兄弟数 

𝑍3𝑖 : 性別 

 

𝑋1𝑖 = 𝛾0 + 𝛾1𝑍1𝑖 + 𝛾2𝑍2𝑖 + 𝛾3𝑍3𝑖 + 𝛾4𝑋2𝑖 + 𝛾5𝑋3𝑖 + 𝛾6𝑋4𝑖 + 𝛾7𝑋5𝑖 + 𝛾8𝑋6𝑖 + 𝛾9𝐷1𝑖 + 𝛾10𝐷2𝑖 

    + 𝛾11𝐷3𝑖 + 𝛾12𝐷4𝑖 + 𝛾13𝐷5𝑖 + 𝛾14𝐷6𝑖 + 𝛾15𝐷7𝑖 + 𝜐𝑖 ................. (7) 

 

 自助意識の推定式と同様に日常的に立ち話をする世帯数を内生変数と考える。(7)は、内

生変数が操作変数と外生変数で推定し、(8)はその結果を示している。 

 

𝑋̂1𝑖 = 𝛾̂0 + 𝛾̂1𝑍1𝑖 + 𝛾̂2𝑍2𝑖 + 𝛾̂3𝑍3𝑖 + 𝛾̂4𝑋2𝑖 + 𝛾̂5𝑋3𝑖 + 𝛾̂6𝑋4𝑖 + 𝛾̂7𝑋5𝑖 + 𝛾̂8𝑋6𝑖 + 𝛾̂9𝐷1𝑖 + 𝛾̂10𝐷2𝑖 

    + 𝛾̂11𝐷3𝑖 + 𝛾̂12𝐷4𝑖 + 𝛾̂13𝐷5𝑖 + 𝛾̂14𝐷6𝑖 + 𝛾̂15𝐷7𝑖 ..................... (8) 

 

 𝑐𝑜𝑣(𝑍1𝑖  ,   𝑈𝑖) = 𝑐𝑜𝑣(𝑍2𝑖  ,   𝑈𝑖) = 𝑐𝑜𝑣(𝑍3𝑖  ,   𝑈𝑖) = 0 ...................... (9) 

 

 (9)は自助意識の推定と同様に共助意識の推定においても、用いる操作変数は誤差項と相

関しないことを示している。 

 

𝑌1𝑖 = 𝛼 + 𝛿1𝑋̂1𝑖 + 𝛿2𝑋2𝑖 + 𝛿3𝑋3𝑖 + 𝛿4𝑋4𝑖 + 𝛿5𝑋5𝑖 + 𝛿6𝑋6𝑖 + 𝛿7𝐷1𝑖 + 𝛿8𝐷2𝑖 + 𝛿9𝐷3𝑖 + 𝛿10𝐷4𝑖 

    + 𝛿11𝐷5𝑖 + 𝛿12𝐷6𝑖 + 𝛿13𝐷7𝑖 + 𝑈𝑖 ......................................................... (10) 

 

自助意識の推定式(5)と同様に、共助意識の推定式(10)においても、操作変数法を用いた

2 段階最小二乗法を使用する。 

以上より、(5) (10)に従い、操作変数法を用いた 2 段階最小二乗法を使用する。 

 

第 3 項（3.2.3）変数の説明 

次に、本稿で用いる変数について詳しく述べていく。 

 

【被説明変数】 

自助意識指数 

自助意識指数には、①防災マニュアル所持の有無、②非常用物資の備えの有無、③家具転

倒防止対策の有無、④避難場所までの避難経路を知っているかどうか、⑤家族との安否確認

の仕方の共有の有無、⑥地震保険加入の有無の 6 つのダミー変数から合計し、スコア化し

た。各項目を 1 点とし、変数の最大値が 6 点になる。 
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図 4 自助意識指数の分布 

 
（筆者作成） 

 

アンケート調査の結果、フラワータウンにおける自助意識指数のスコアが 0 点の回答者

が全体の 4.6%、1 点が 11.8%、2 点が 18.0%、3 点が 22.3%、4 点が 21.0%、5 点が 14.8%、

6 点が 4.5%である。また図 4 は、自助意識指数のスコアが 3 点の回答者が最も多く、4 点、

2 点がそれぞれ 2 番目と 3 番目に多いことを示している。この指数が正規分布のような形を

持っていることから、この変数は被説明変数として適当であると考えた。 

 

共助意識指数 

 共助意識指数は、公共財ゲームに基づく自作のゲームで共助意識を測定した。ゲームの内

容として、まず地域の防災を強化する防災ラジオを国が 50%補助し、その残りの 50%を住

民の資金で賄い、全住民に配る。住民一人当たりの負担額は 5000 円の計算となるが、支払

金額は自由で支払は強制されていない。アンケートの質問に防災ラジオを使用したことで、

回答者の防災における共助意識が測ることができると考えた。その設定で回答者は、金額を

選択肢から選ぶ。0 円を選択すれば 0、1 円～1,000 円を 1、1,001 円～2,500 円を 2、2,501

円～4,999 円を 3、5,000 円を 4、5,001 円～7,500 円を 5、7,501 円～10,000 円を 6、10,001

円以上を 7 とした。住民が一人当たりの負担額以上の金額を選択すれば、共助意識が高い

と定義する。 

 

【ソーシャルキャピタルに関する説明変数】 

日常的に立ち話をする世帯数 

フラワータウン内で日常的に立ち話をすることのできる世帯数を表す変数である。この変

数は結束型ソーシャルキャピタルを表す変数とした。0～10 世帯を 1、11～25 世帯を 2、

26～40 世帯を 3、41 世帯以上を 4 とした。この変数は、自助意識と共助意識に関係すると

考え、採用した。 
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自治会活動の参加数 

自治会が行う 8 つの活動の中で、世帯が参加している活動の合計を表す変数である。自

治会の活動に、より参加している世帯は結束型ソーシャルキャピタルが高いと考える。具体

的には、クリーンデー、老人クラブ、運動会、各地域のカフェ、放課後子ども教室、防災訓

練、スポーツ 21 とお祭りである。この変数は、自助意識と共助意識に関係すると考え、採

用した。 

 

立ち話・協力し合うことができる世帯数 

この変数は、近所（周囲 10 世帯）で立ち話・協力し合うことができる世帯数を表す。こ

の変数は認知的ソーシャルキャピタルを表す変数として採用し、自助意識と共助意識に関係

すると考えた。 

 

外部の活動参加ダミー 

 この変数は、フラワータウン外での娯楽活動や、ボランティア活動、商工会、政治活動な

どの参加の有無を用いて回答者の橋渡し型・リンキング型ソーシャルキャピタルの有無を表

す変数とした。いずれかに参加をしていれば 1、参加していなければ 0 とするダミー変数を

採用した。この変数は、自助意識に関係すると考え、採用した。 

 

娯楽活動への参加ダミー 

 この変数は、フラワータウン外でのスポーツや趣味などの娯楽活動の参加の有無で、それ

による橋渡し型ソーシャルキャピタルを表す変数である。このような活動に参加したことが

あれば 1、参加したことがなければ 0 とした。この変数は、共助意識に関係すると考え、採

用した。 

 

ボランティア・NPO・市民活動への参加ダミー 

この変数は、フラワータウン外でのボランティアや、NPO、市民活動などの社会活動の

参加の有無による橋渡し型ソーシャルキャピタルを表す変数である。このような活動に参加

したことがあれば 1、参加したことがなければ 0 とした。この変数は、共助意識に関係する

と考え、採用した。 

 

商工会・宗教・政治活動への参加ダミー 

この変数は、商工会・宗教・政治活動などの参加の有無によるリンキング型ソーシャルキ

ャピタルを表す変数である。このような活動に参加したことがあれば 1、参加したことがな

ければ 0 とした。この変数は、共助意識に関係すると考え、採用した。 

 

【個人の属性による説明変数】 

損失回避度 

この変数に関するゲームの内容は、図 5 で示している。損失回避度を 6 段階で示し、1

が最も損失回避的でなく、6 が最も損失回避的であるような変数とした。震災の被害は深刻

であり、家計にとって大きな損失を伴うものである。家計が損失回避的であれば、被害を最

小限にするための自助意識につながると考え、変数として採用した。 
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図 5 損失回避度ゲーム 

 
（筆者作成） 

住環境の満足度 

この変数は回答者の住環境に対する満足度を表す変数である。不満を 1、やや不満を 2、

普通を 3、満足を 4、非常に満足を 5 とし、満足度が高くなるほど地域に対する愛着があり、

自助・共助意識を高めると考えこの変数を採用した。 

 

年齢 

この変数は回答者の年齢を表す変数である。自助・共助意識に対する年齢効果をコントロ

ールするためにこの変数を採用した。アンケート調査では、10 年区切りで回答者の年齢を

尋ねた。 

 

最終学歴 

この変数は回答者の最終学歴を表す変数である。中卒と高卒を 1、専門学校卒と短大卒を

2、大卒を 3、院卒を 4 とした。学歴が高いほど、防災に関する知識が豊富であり、自助・

共助意識に影響を与えると考えたため、この変数を採用した。 

 

世帯所得 

この変数は世帯の所得を表し、自助・共助意識に与える影響をコントロールするためにこ

の変数を採用した。世帯所得が 0〜199 万円を 1、200〜399 万円を 2、400〜599 万円を 3、

600〜799 万円を 4、800〜999 万円を 5、1,000 万円以上を 6 とした。 

 

地震被害目撃ダミー 

地震による被害を目撃していれば 1、目撃していなければ 0 とした。地震による被害を目

撃した人は、被害を受けた人ほどではないが、危機意識が高いと考えた。よって、地震によ

る被害を目撃した人はそうでない人と比べ、自助・共助意識がより高いと考えたため、この

変数を採用した。 
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地震被害経験ダミー 

地震による被害を受けていれば 1、被害を受けていなければ 0 とした。地震で被害を受け

た人は、その恐ろしさと危機感を実感するであろう。よって、地震による被害を受けたこと

がある人は受けたことがない人と比べ、自助・共助意識がより高いと考えたため、この変数

を採用した。 

 

集合住宅ダミー 

 集合住宅と戸建て住宅における自助・共助意識の違いをコントロールするためにこの変数

を採用した。集合住宅に住んでいれば 1、住んでいなければ 0 とした。 

 

分譲ダミー 

 自宅を所有することで、それに対する愛着とそれを守る使命感が高くなると考え、この変

数を採用した。分譲住宅に住んでいれば 1、住んでいなければ 0 とした。 

 

【操作変数】 

コミュニティーセンターまでの所要時間 

自宅から最も近いコミュニティーセンターまでの所要時間を表す変数である。所要時間が

短ければ、利用する確率が上がりフラワータウン内の日常的に立ち話をする世帯数が増加す

ると考えた。単位は分である。 

 

兄弟数 

兄弟数が多ければ、フラワータウン内での知り合いが増え、日常的に立ち話をする世帯数

が増加すると考えた。単位は人である。 

 

性別 

性別がフラワータウン内で日常的に立ち話をする世帯数と関係していると考え、この変数

を採用した。男性であれば 1、女性であれば 0 とした。 
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第 3 節（3.3）分析結果・考察 

第 1 項（3.3.1）変数の基本統計量 

本稿で用いた変数の基本統計量を表 2 で示す。 

 

表 2 変数の基本統計量 

変数 平均 標準偏差 最小 最大 標本数 

自助意識指数 3.177 1.588 0 6 305 

共助意識指数 2.458 1.742 0 7 297 

日常的に立ち話をする世帯数 1.555 0.795 1 4 308 

自治会活動の参加数 2.629 1.436 0 8 315 

立ち話・協力し合うことが 

できる世帯数 
3.638 2.919 0 10 315 

損失回避度 3.622 1.854 1 6 296 

住環境の満足度 3.550 0.787 1 5 313 

年齢 49.521 12.277 20 80 313 

最終学歴 2.061 0.898 1 4 313 

世帯所得 3.108 1.395 1 6 278 

外部の活動参加ダミー 0.448 0.498 0 1 315 

娯楽活動への参加ダミー 0.375 0.485 0 1 315 

ボランティア・NPO・市民活動

への参加ダミー 
0.127 0.333 0 1 315 

商工会・宗教・政治活動 

への参加ダミー 
0.041 0.199 0 1 315 

地震被害目撃ダミー 0.216 0.412 0 1 315 

地震被害経験ダミー 0.470 0.500 0 1 315 

集合住宅ダミー 0.387 0.488 0 1 315 

分譲ダミー 0.819 0.386 0 1 315 

（筆者作成） 
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第 2 項（3.3.2）自助意識推定結果 

 自助意識における 2 段階最小二乗法の推定結果を表 3 に示す。 

 

表 3 分析 I：2 段階最小二乗法による自助意識要因の推定結果 

自助意識指数 係数   標準誤差 t 値 P 値 

日常的に立ち話をする世帯数 -0.421   0.705 -0.60 0.551 

自治会活動の参加数 0.227 ** 0.105 2.17 0.031 

立ち話・協力し合うことが 

できる世帯数 
0.055   0.058 

0.96 
0.338 

損失回避度 0.042   0.052 0.82 0.411 

住環境の満足度 0.296 ** 0.133 2.23 0.027 

年齢 0.013   0.009 1.49 0.137 

最終学歴 -0.141   0.130 -1.08 0.28 

世帯所得 0.050   0.075 0.66 0.509 

外部の活動参加ダミー 0.138   0.209 0.66 0.510 

地震被害目撃ダミー 0.319   0.277 1.15 0.250 

地震被害経験ダミー 0.394   0.259 1.52 0.129 

集合住宅ダミー 0.024   0.246 0.10 0.922 

分譲ダミー 0.308   0.287 1.07 0.286 

定数項 0.729   0.996 0.73 0.465 

Breusch-Pagan 検定 0.426 

R2= 0.1318 

*:10%有意 **:5%有意 ***:1%有意を示す。 

 (筆者作成) 

 

表 3 より、説明変数のうち 5%未満で有意であったのは「自治会活動の参加数」と「住環

境の満足度」である。自治会活動の参加数が正に有意であったのは、世帯は個人の効用を上

昇させるために自治会活動に参加し、またそれを守ろうとする動きが自助意識に影響を与え

たからではないかと考えた。また、「住環境の満足度」は地域に対する愛着を表し、世帯の

資産の一つであると言える。つまり、地域に対する愛着が高いほど、世帯は自分を守るため

に対策を行うため自助意識に影響を与えたのではないかと考えた。本稿のオリジナリティの

一つとして用いた「損失回避度」は自助意識に対して有意な影響を与えなかった。地震が生

じる確率とその被害の規模が本稿で用いた損失回避度のゲームの設定と異なるため、自助意

識に与える影響として反映されなかったのではないかと考えた。橋渡し型、リンキング型ソ

ーシャルキャピタルを表す「外部の活動参加ダミー」は、自助意識に対して有意な影響を与

えなかった。これは、藤見ら（2011）においても同様の結果を示しており、その原因とし

て母数が少なかったことを挙げている。しかし、本稿においては外部の活動への参加率が約

40%と充分な母数が得られたにも関わらず、有意な結果とならなかった。つまり、自助意識

に影響を与えなかった要因は母数の問題ではなかったのである。その原因として、世帯が属

する外部へのコミュニティの範囲が明確に定義されていなかったのではないかと考えた。外

部のコミュニティまでの距離を定義し推定することが、これらのソーシャルキャピタルを考

える上で重要であろう。「立ち話・協力し合うことができる世帯数」と「日常的に立ち話を



WEST2015 本番論文 

 23 

する世帯数」は、藤見ら（2011）と同様に有意でなかった。また、「集合住宅ダミー」は自

助意識に有意な影響を与えなかった。調査地であるフラワータウンでは、住宅の形態によっ

て自助意識に対する差がなかった。 

第 2 項（3.3.2）共助意識推定結果 

 共助意識における 2 段階最小二乗法の推定結果を表 4 に示す。 

 

表 4 分析 II：2 段階最小二乗法による共助意識要因の推定結果 

共助意識指数 係数 
 

標準誤差 t 値 P 値 

日常的に立ち話をする世帯数 -1.499 
 

1.059 -1.42 0.158 

自治会活動の参加数 0.116 
 

0.161 0.72 0.472 

立ち話・協力し合うことが 

できる世帯数 
0.094 

 
0.081 1.16 0.246 

住環境の満足度 0.303 * 0.177 1.72 0.087 

年齢 0.019 * 0.011 1.72 0.087 

最終学歴 0.120 
 

0.165 0.73 0.467 

世帯所得 0.216 ** 0.099 2.18 0.030 

娯楽活動への参加ダミー -0.264 
 

0.283 -0.93 0.351 

ボランティア・NPO・市民活動

への参加ダミー 
0.670 * 0.389 1.72 0.087 

商工会・宗教・政治活動 

への参加ダミー 
0.773 

 
0.995 0.78 0.438 

地震被害目撃ダミー -0.244 
 

0.362 -0.67 0.501 

地震被害経験ダミー 0.030 
 

0.340 0.09 0.930 

集合住宅ダミー 0.124 
 

0.304 0.41 0.685 

分譲ダミー 0.068 
 

0.378 0.18 0.857 

定数項 1.107 
 

1.444 0.77 0.444 

Breusch-Pagan 検定 0.897 

R2= .  

*:10%有意 **:5%有意 ***:1%有意を示す。 

 （筆者作成） 

 

表 4 より、説明変数のうち 5%未満で有意であったのは「世帯所得」である。また、10%

未満で有意であったのは「住環境の満足度」、「年齢」そして「ボランティア・NPO・市民

活動への参加ダミー」である。 

共助意識を測るゲームでは防災ラジオへの支払意志額を尋ねているため、「世帯所得」が

所得効果をコントロールしていると言える。また、地域に対する愛着を表す「住環境の満足

度」は自助意識と同様に共助意識に対しても有意であった。地域に対する愛着度が高ければ、

周りの人々と協力する姿勢が醸成されると言える。「ボランティア・NPO・市民活動への参

加ダミー」は、地域外との交流を表す橋渡し型ソーシャルキャピタルの中で唯一正に有意で

あった変数である。ボランティア等の慈善活動を行う人ほど、防災における共助意識も向上

すると考える。それに対して、「娯楽活動への参加ダミー」「商工会・宗教・政治活動」「自

治会活動の参加数」は有意な結果でなかった。この原因として、これらの活動は個人のため
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に参加しており、共助意識に対して影響を与えなかったと考える。さらに、共助意識におい

ても「立ち話・協力し合うことができる世帯数」と「日常的に立ち話をする世帯数」は有意

な結果が得られなかった。 

 (5)と(10)を 2 段階最小二乗法で分析を行い、Breush-Pagan 検定を行った結果、両分

析において 1%の有意水準で不均一分散を意味し、対立仮説を棄却し、均一分散の存在を認

める。また、操作変数を用いた分析を行っているため、適合度を測る決定係数は意味を持た

ない。 
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政策提言 

第 1 節（4.1）政策提言の方向性 

本稿では「結束型ソーシャルキャピタルは自助意識に正の影響を与え、橋渡し型ソーシャ

ルキャピタルは共助意識に正の影響を与える」という仮定のもと、防災意識向上要因につい

て自助意識と共助意識を分けて、2 つの分析を行った。 

分析の結果、自助意識向上の要因は「住環境の満足度」「自治会活動の参加数」が正に有

意であることが分かった。一方、共助意識向上の要因は「年齢」「世帯所得」「住環境の満足

度」「ボランティア・NPO・市民活動の参加ダミー」が正に有意であることが分かった。 

今回、フラワータウン自治会のフラワータウン防災リーダーの会に訪れて防災活動に関す

る聞き取り調査を行ったところ、富士が丘・狭間が丘・弥生が丘・武庫が丘の連合自治会ご

とに防災活動を行っており、フラワータウン全体としての対策活動を行っていなかった。永

松ら（2005）では、複数の都道府県で被害が発生した場合の災害対応についてはほとんど

例が無く、これからの防災対策では県同士の連携が大切であると述べられている。それにも

かかわらず、フラワータウンでは自治会同士ですら連携が出来ていない。今後、起こりうる

大規模な震災に対して自治会同士で連携を取れず、円滑に防災活動を行うことができない可

能性があるため、自治会同士で連携してフラワータウン全体の政策を提言することには意義

があると考える。結果として、住民の自助・共助意識の向上だけでなく、生活水準の向上に

も繋がり、自助・共助意識が備わった災害に備えられた国を目指す。 

以上のことから、自助意識と共助意識の向上要因が異なるため、それぞれに対する政策を

提言する。以下の政策を提言することで、自助・共助意識の向上に繋げていく。 

 

【自助意識】 

Ⅰ．住民参加型ワークショップ 

Ⅱ．フラワータウンまちづくり会議  

【共助意識】 

Ⅰ．ボランティアフェスティバルの実施 

Ⅱ．ボランティア窓口の開設 

 

第 2 節（4.2）背景  

フラワータウンでは主に「フラワータウン連合自治会」と「まちづくり協議会」の 2 つ

の組織・団体がフラワータウンの運営を担っている。 

フラワータウン連合自治会は、フラワータウンを運営している組織であり、各地域に連合

自治会が存在する。連合自治会は自治会役員のみで組織化されており、それぞれ 150 名程

度の自治会員で成り立っている。各地域の連合自治会は、執行部門、生活安全関連活動部門、

イベント実行関連活動部門などで構成されており、具体的には、防災訓練や広報活動、地域

清掃活動、運動会、夏祭り、敬老会等の住民がより過ごしやすくなるような活動が実施され

ている。フラワータウン連合自治会が各地域の連合自治会を取りまとめているため、地位や

自治会員に関する情報が明確であり組織的に運営を行うことができる。 
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まちづくり協議会は、連合自治会とは違い組織的な団体ではなく、住民のボランティアに

よって活動する団体である。この団体はフラワータウン全住民が参加することができる。ま

ちづくり協議会には PTA や学校長も参加しており、住民が主体となって自由に活動するこ

とができる。事例として、中学生と協力し防災訓練を行う等、周囲の学校と連携して活動を

行ったことがある。しかし、フラワータウン連合自治会のように 4 地域が連合したまちづ

くり協議会は存在しない。 

フラワータウンの運営における問題は、フラワータウン連合自治会とまちづくり協議会が

別々に活動しているため、連携が取れていないことである。その結果、それぞれにおいて活

動が類似してしまっている。それに付随して、同じ人が複数の団体に所属しているため、非

効率な運営が行われている。以上の背景と分析結果を踏まえ、次節では政策を提言する。 

 

第 3 節（4.3）政策提言 

第 1 項（4.3.1）自助意識向上のための政策 

表 3 の結果より、自助意識の要因は「住環境の満足度」「自治会活動の参加数」が正に有

意であった。住環境の満足度が 1 段階あがるごとに 0.30、自治会主催のイベントに 1 つ参

加するごとに 0.23、自助意識が向上する。このことから、住民の自治会活動の参加数を増

やし、住環境の満足度を高める政策を提言する。これらを実現させるためには、住民自らが

イベントを企画しイベントへの参加数と住環境の満足度を高めていく仕組みが必要である

と考えた。なぜなら、住民のニーズにあったイベントを企画することができるのは、住民自

身であり、住民自らが議論しイベントを行う場を設けることで持続的にイベントを行うこと

が可能なためである。これを踏まえ、住民自らがイベントを企画し、イベント数を増やすこ

と、またイベントの参加率を引き上げることを目的とし、二段階のイベントを提言する。 

1 段階目として、住民参加型ワークショップを提言する。一段階目の目的は、住民のイベ

ントに対する関心を引き上げることと、住民同士の円滑な議論を促進することである。これ

らの目的を達成するために、まちづくり協議会が主催する三部構成の住民参加型ワークショ

ップを考えた。第一部では住民のニーズを満たす、講師を招いた不安解消セミナーを提言す

る。このセミナーには意図が二つ存在し、一つ目は住民のイベントに対する関心を高めるこ

と、二つ目は生活防災を実践することである。矢守（2011）によると、地域防災・減災の

ための実践に関する基本原則の一つとして「生活防災」を提唱している。生活防災とは、日

常の暮らしや地域社会の営みとして定着した防災・減災のことである。言い換えると、防災・

減災に関する活動を生活全体・地域全体の中に溶け込ませることは重要である。 

この背景から本稿において、人々の生活に防災を溶け込ませ、セミナーの参加率を向上さ

せるために、不安に関する質問を用意した。アンケート調査の不安に関する質問内容は、持

続可能性指標である環境・経済・社会の観点から、個人の不安 10 項目を挙げた。表 5 で挙

げたような不安を解消するためのセミナーを開催することによって、生活防災を実践しつつ

住民のイベントに対する関心度を引き上げることができる。 

次に住民同士の円滑な議論を促進するという一段階目における目的を達成するために、第

二部と第三部において、住民が主体的に議論する姿勢を醸成する。第二部では講師を主体と

した対話型のワークショップを行い、住民が議論に参加できるような場を提供する。これは、

住民同士で話し合うことに対する抵抗を削減するために、講師を交えた議論の場を創出し、

住民の発言を促進させることが狙いである。また、第三部では、講師が中心となり住民同士

が実際に議論を交わす場を創出する。 
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このように、三部構成の住民参加型ワークショップを行うことによって、住民のイベント

に対する関心を第一部で引き上げ、第二部と第三部によって住民同士の議論を促進させる。 

 

表 5 住民の不安ランキング 

個人の不安 （%） 

家族の健康 51.1 

火災による被害 43.9 

地震による被害 43.9 

家族の介護 42.9 

収入 40.7 

生活費 38.8 

仕事 29.7 

子供の教育 21.9 

騒音 19.7 

人間関係 17.7 

（筆者作成） 

 

二段階目として、4 地域のまちづくり協議会を主体とした「フラワータウンまちづくり会

議」の開催を提言する。これは、住民同士が自らの意見を出し合いフラワータウンをよりよ

くするためのイベントを企画することが狙いである。この目的を達成するために、第三者に

よる議論のファシリテーターの導入を提言する。ファシリテーターとは、議論の司会者のよ

うな人のことを指し、住民の議論の場をつくり意見をまとめる役割を果たす。ファシリテー

ターを導入する最も大きな理由は、議論の偏りを防ぐためである。事例として、大阪府河内

長野市では、第三者ファシリテーターを招き、「人づくりから始まるまちづくり」を行った。

ファシリテーターは全 7 回の講演会を行い、合計 420 名の住民が円滑な議論を交わすこと

に一役を担った。 

これらのことから、一段階目に提言した、住民参加型ワークショップによって住民の議論

に対する主体的な姿勢を醸成し、二段階目に提言したフラワータウンまちづくり会議を行う

ことで、参加率の高いイベントを企画し続けることが可能になると考えた。 

懸念される点として、講師を招くために必要な資金面の問題が挙げられる。神戸市兵庫区

新開地の事例において、ボランティア講師として原則は無料で講演などを行う制度がある。

都市計画家、大学教授、建築家、落語家等々各分野から登録され、講師となりフラワータウ

ン内での講演を企画・実施する。外部講師によるセミナーに加え、ボランティア登録者によ

るセミナー行うことで、金銭的負担が軽減され、より実現可能な政策となるだろう。 

「住民参加型ワークショップ」と「フラワータウンまちづくり会議」の二点の政策を提言す

ることで、住環境の満足度、自治会イベントの参加数を増加させ、自助意識を引き上げるこ

とができる。加えて、4 地域のまちづくり協議会の連携を促進させることが可能となるであ

ろう。そして、住民同士が話し合い、イベントを企画し続けることで持続的にイベントを企

画することができ、本稿の目的である住民一人ひとりが高い自助意識を持つ、災害に備えら

れた国の実現に近づくことができる。 
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図 6 自助意識向上の政策図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（筆者作成） 

 

第 2 項（4.3.2）共助意識向上のための政策 

表 4 の結果より、「年齢」「世帯所得」「住環境の満足度」「ボランティア・NPO・市民活

動への参加ダミー」の変数が共助意識に対して正に有意であることが示された。この結果か

らボランティア・NPO・市民活動に参加していれば、共助意識が 0.67 向上するということ

がわかった。外生的な変数である「年齢」「世帯所得」を除き、「ボランティア・NPO・市

民活動への参加ダミー」「住環境の満足度」の変数から、ボランティアの参加を促し、住環

境の満足度を高めることのできる政策を提言する。 

文部科学省によると、ボランティア活動への参加意欲は高まっているにもかかわらず、平

成 18 年度にボランティア活動を行った人は 2,972 万 2 千人であり、実際に行動した人の割

合は 26.2%と平成 13 年度より 2.7%低下していると述べられている。ボランティア活動へ

の参加を妨げる要因として「参加するきっかけが得られないこと」や「情報がないこと」が

挙げられている。しかしその中には、他の要因を挙げた人に比べ、今後参加したいという意

思を持っている人が多く、これらの人は条件が整えば参加する可能性があるものと考えられ

る。 

そこで本稿では「ボランティアフェスティバルの実施」を提言する。この政策はボランテ

ィア活動への参加を促すためであり、ボランティア団体や NPO の協力を得て、各団体にブ

ースを設置して開催する。青木（2014）によると、祭りは非日常的なイベントであり、集

団の凝集性が一挙に高まるので定期的に開催されなければならないと述べている。このこと

から、祭りは地域のつながりを密にするために有用な手段として考え、住民のボランティア

活動への参加機会の創出と祭りを連携させた政策を提言する。 

過去の事例として、茨城県ひたちなか市で開催された「ドゥナイト・マーケット（ナイト

バザール）」では、スタンプラリー、市民の広場（趣味やサークル活動の発表の場）、市民ギ

ャラリー（手作り作品の展示）、フリーマーケット、子どもを対象としたミニイベント、模

擬店（障害者施設や PTA、子ども会等の団体による出店）、移動店舗（地域内外からの商業

者の出店）があり、毎回 1,000 人以上が来場し大いに賑わっている。地域住民にも毎月第 3

土曜日はナイトバザールの日という認識が生まれるようになり、「会場に行けば友達に会え

る」といったコミュニケーションの場として活用されるようになった。さらに、子どもから
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お年寄りまで 3 世代の交流の場としての役割も果たしており、NPO 団体等と協力をして住

民らがイベントに参加することで、徐々に来場者が増え、地域ぐるみでまちづくりを展開し

ている。このことから「住環境の満足度」を向上させるという点においても、地域の祭りと

ボランティア・NPO を組み合わせた政策は有効であると考えた。 

ここで本稿が提言するボランティアフェスティバルについて詳しく述べる。このイベント

は、まちづくり協議会が主体となり実施する。目的は、住民とボランティア団体の接触の機

会を作り、ボランティア活動への参加を促す場を創出することである。またボランティア団

体にとっては、一般住民に対して活動に関する広報を行うことができる機会となるだろう。

しかし、懸念される点として、開催場所の確保が困難な点とボランティアへの参加機会が限

られてしまう点が挙げられる。 

開催場所の確保が困難な点への打開策として、フラワータウンの 4 地域それぞれの小学

校での開催を提言する。フラワータウンには各地域に小学校が存在し、土地が広く費用もか

からないため、地域のイベントが活発に行われている。さらにまちづくり協議会には上述し

たように、PTA や学校長が参加しているため小学校での開催を比較的容易に行うことがで

きるだろう。ゆえに、各地域の小学校はボランティアフェスティバルの開催地として適切で

あると考えた。加えて、4 地域の小学校で順番に開催することで、居住地域を問わず、フラ

ワータウン内のあらゆる住民がフェスティバルに参加しやすいようにする。 

ボランティアへの参加機会が限られている点の打開策として、「ボランティア窓口の開設」

を提言する。ボランティア窓口とは、ボランティアフェスティバルに参加した団体や、住民

が関心を持つボランティア活動の情報を、住民が気軽に入手することができる場である。窓

口は、各地域にひとつずつ存在するコミュニティーセンターに開設する。コミュニティーセ

ンターは、主に自治会のイベント活動の開催などに使用されている場所である。各地域の連

合自治会には「コミセン運営委員会」があり、コミュニティーセンターの運営を担っている。

住民がアクセスしやすく、さらに自治会の活動として、コミュニティーセンターの前で市場

が開催されており、住民同士の交流が盛んになっているなどの事例から住民にとって認知度

が高いといえる。よって、窓口の設置として適当であると考えた。このボランティア窓口を

通して、ボランティアフェスティバル開催後、参加したいという意思があっても、参加する

ことができなかった住民が、ボランティアに参加することができる機会を得るだろう。この

ように、より多くの住民にボランティア活動への参加を促すことが可能となる。 

そしてこのイベントを開催するにあたって、日時やイベントの詳細を全住民へ伝達すると

いった広報活動をするためには、フラワータウン連合自治会ならびに各連合自治会の協力が

必要である。全住民に対する広報として、すでに各連合自治会が連絡網として活用している

回覧板が最も効果的な伝達方法であると考えた。 

ゆえに、フラワータウン連合自治会とまちづくり協議会との協力が必要不可欠となり、各

組織の連携を図ることができると考えた。 

以上の「ボランティアフェスティバルの実施」と「ボランティア窓口の開設」の 2 点を

提言することで、ボランティアへの参加を促進し、共助意識を向上させることができる。さ

らに、各連合自治会の連携と 4 地域のまちづくり協議会の連携、それに加えてフラワータ

ウン連合自治会とまちづくり協議会の連携を促進することができるだろう。 

自助意識向上についての政策と共助意識向上についての政策を同時に行うことで、防災に

おける自助・共助意識が向上し、本稿の目的である災害に備えられた国を実現することがで

きると考えた。 
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おわりに 

本稿では、「結束型ソーシャルキャピタルは自助意識に正の影響を与え、橋渡し型ソーシ

ャルキャピタルは共助意識に正の影響を与える」という仮定を検証するために、2 段階最小

二乗法を用いて分析を行った。 

 まず、自助意識に関して本稿で明らかになったのは、自治会の活動に参加している数が多

い人ほど自助意識が高いということである。また、地域に対する満足度が高い人ほど自助意

識が高いという結果となった。 

 次に、共助意識に関しては、地域に対する満足度が高い人ほど共助意識が高い。ボランテ

ィアや NPO 等の慈善活動に参加している人ほど共助意識が高いという結果となった。 

 そこで、自助意識に関しての政策は、「住民参加型ワークショップ」と「フラワータウン

まちづくり会議」の 2 点を提言した。この政策により、住環境の満足度と自治会活動の参

加数が増加することで住民の自助意識を引き上げ、4 地域のまちづくり協議会の連携を促進

することができる。共助意識に関しての政策は、「ボランティアフェスティバルの実施」と

「ボランティア窓口の開設」の 2 点を提言した。この政策により、住民にボランティア活動

への参加きっかけを与えることで共助意識を引き上げる。さらに、フラワータウン連合自治

会と各地域のまちづくり協議会の連携を促進することができる。 

以上のことから、自助意識向上についての政策と共助意識向上についての政策を同時に行

うことで、本稿の目的である国民の防災における自助・共助意識の高い、災害に備えられた

国を実現することができると考えた。 

 

 最後に、本稿執筆にあたって熱心なご指導を頂いた関西学院大学経済学部栗田匡相准教

授、防災についての適切な助言を賜りました関西学院大学災害復興制度研究所特任准教授松

田曜子先生、フラワータウンの調査実施や聞き取り調査にご協力頂いた和田利明様を始めフ

ラワータウン連合自治会の皆様、そして調査を快く引き受けてくださったフラワータウンの

皆様に、深い感謝の意を表して謝辞とさせていただきます。 
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